
保護林制度改正のポイント 

合計 851箇所・968千ha 

２．管理体制の再構築 

１．保護林区分の再構築 

○○森林生態系保護地域設定委員会 
▽▽森林生物遺伝資源保存林設定委員会 
■■緑の回廊設定委員会 
XXモニタリング委員会 
※※希少種委員会 

○○森林管理局 
保護林管理委員会 

※必要に応じて部会等を設置 

管理体制の簡素・効率化

趣旨：生物多様性保全に関する科学的知見・保護地域の管理手法の高度化に伴う保護林制度の見直しを行い、生物
多様性の保全に配慮した、簡素で効率的な管理体制を再構築。

実線：基本的な移行 
点線：現状の保護林の性格を踏まえた移行 

森林生態系保護地域（655千ha）

植物群落保護林（161千ha）

森林生物遺伝資源保存林（75千ha）

特定地理等保護林（37千ha）

郷土の森（4千ha）

森林生態系保護地域 

生 物 群 集 保 護 林

希少個体群保護林 

他制度の活用、施業上の
配慮を検討 

特定動物生息地保護林（23千ha）

林木遺伝資源保存林（9 千ha）

①委員会の再編 既存の委員会を整理・統合し、一元的な管理委員会を立ち上げ

②モニタリング実施間隔の変更

全ての保護林について、原則として
5年に一度のモニタリング調査 

保護林の状況に応じて、 
モニタリング実施間隔を 
5年未満、5年、10年に 
変更 

３．復元の導入（生物群集保護林）

生物多様性保全手法の高度化

４．野生生物保全管理手法の導入（希少個体群保護林）

①人為による生息環境等の創出

自立的復元力を失った森林を対象に、専門家の科学的知見に
基づく意見をふまえつつ、長期にわたる森林施業等を実施 

長期にわたる森林施業等を
実施し、潜在的自然植生を
基本とした生物群集へ誘導 

一時的な裸地の出現等、遷移過程における攪乱が個体群の持続的な
生息・生育に不可欠な場合には、森林施業により人為的に環境創出 

イメージ： 
管理委員会での検討をふ
まえ、生育地拡大を図る
ため、生育地に隣接する
林分を伐採し、更新・増
殖に適した光環境を創出 

保存地区

保全利用地区

②野生生物の存続に必要な個体群の集合体（メタ個体群）の保全

消滅が懸念される個体群保全のため、周辺に存在する遺伝的関係性
を持つ個体群、生育・生息地等を同一の保護林として一体的に保全 

更新適地 

遺伝的に関係性を持つ個体群 

生育・生息地 

消滅が懸念さ
れる個体群 

一体的に保全 
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保護林の比較表

森林生態系保護地域 生物群集保護林 希少個体群保護林

地域固有の生物群集を有する森 希少な野生生物の生育・生息に目 的 我が国の気候帯又は森林帯を代
林を保護・管理することにより 必要な森林を保護・管理するこ表する原生的な天然林を保護・管 、
森林生態系からなる自然環境の とにより、当該野生生物個体群理することにより、森林生態系から
維持、野生生物の保護、遺伝資 （以下「個体群」という ）の持なる自然環境の維持、野生生物の 。
源の保護、森林施業・管理技術 続性を向上させ、野生生物の保保護、遺伝資源の保護、森林施業
の発展、学術の研究等に資する 護、遺伝資源の保護、学術の研・管理技術の発展、学術の研究等

に資することを目的とする。 を目的とする。 を目的とする。こと 究等に資すること

次の各号のいずれかに該当する 次の各号のいずれかに該当する基本的な 我が国の気候帯又は森林帯を代
もののうち、上記の目的から特 個体群を有し、原則として当該考え方 表する原生的な天然林を主体とし
に保護・管理を必要とする区域 個体群がその存続に必要な条件た、森林生態系としてのまとまりを
を生物群集保護林として設定す を含む5ヘクタール以上の区域の持つ区域であって、原則として2,00
ることができるものとする。 うち、上記の目的から特に保護0ヘクタール以上の規模を有するも
ア 自然状態が十分保存された ・管理を必要とする区域を希少の（ただし、島しょ、半島等特殊な
天然林を主体とした、地域固有 個体群保護林として設定するこ環境にあっては、原則として500ヘ
の生物群集がまとまりを持って とができるものとする。設定にクタール以上の規模を有するもの
存在する区域であって、原則と 際しては野生生物の生育・生息とする。）のうち、上記の目的から
して300ヘクタール以上の規模を 地の他に、個体群の存続に必要特に保護・管理を必要とする区域
有するもの となる更新適地等に配慮するもを森林生態系保護地域として設定
イ 自然状態が十分保存された のとする。することができるものとする。
天然林を中心に、地域固有の生 ア 希少化している個体群
物群集が存在し、今後、復元の イ 分布限界域等に位置する個なお、設定する区域には、我が国
取組が見込まれる森林を周辺部 体群の気候帯又は森林帯を代表する
に包含する区域であって、原則 ウ 他の個体群から隔離された原生的な天然林と一体的に保護・
として1,000ヘクタール以上の規 同種個体群管理すべき草地、湿地、高山帯、
模を有するもの エ 遺伝資源の保護を目的とす岩石地等を含めることができるも

る個体群のとする。
なお、設定する区域には、自然 オ 草地、湿地、高山帯、岩石
状態が十分保存された天然林と 地等、特殊な立地条件の下に成
一体的に保護・管理すべき草地 立している個体群、
湿地、高山帯、岩石地等を含め カ 温暖化等の影響により将来
ることができるものとする。 的に消失が懸念される個体群

キ その他保護が必要と認めら
れる個体群

なお、目的とする個体群の消失
、が懸念される危機的な森林等で

遺伝的に関連のある個体群の生
育・生息地、更新適地等が周辺
に飛び地として存在する場合に
は、野生生物の存続に必要な個
体群の集合体（メタ個体群）を
保護することを目的に、核とな
る森林等の周辺の当該飛び地を
同一の希少個体群保護林として
設定し、保護・管理することが
できるものとする。

森林生態系保護地域は、一の区 生物群集保護林は、原則として地帯区分
域について保存地区及び保全利 一の区域について保存地区及び
用地区に区分するものとする。 保全利用地区に区分するものと

する。ただし、地帯区分を行う
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合理的な理由が見いだせない場
合は、この限りでない。

ア 保存地区は、我が国の気候 ア 保存地区は、自然状態が十
帯又は森林帯を代表する原生的 分保存された天然林を主体とす
な天然林を主体とする区域とす る区域とする。
る。
イ 保全利用地区は、保存地区 同左
に外部からの影響が直接及ばな
いよう緩衝の役割を果たすため
に必要と考えられる広がりを持
つ、原則として保存地区と同質

、の天然林を主体とする区域とし
天然林と一体的に保護・管理す
ることが相応な人工林を含める
ことができるものとする。

保存地区及び保全利用地区の取 保存地区及び保全利用地区の取 ア 個体群の状況に応じ次により取扱方針
扱いは次のとおりとする。 扱いは次のとおりとする。 取り扱うものとする。
ア 保存地区 同左 (ｱ) 目的とする個体群の保護・増
原則として人為を加えずに自然の 殖に必要な森林施業は可能とす
推移に委ねるものとする。 る。
イ 保全利用地区 同左 (ｲ) 一時的な裸地の出現等、遷移
(ｱ) 天然林については保存地区と 過程におけるかく乱が対象個体群
同様とし、人工林については育成 の持続的な生育・生息に不可欠な
複層林施業等を行うことができる 場合には、必要な森林施業を行う
ものとして、将来的には天然林へ ことにより、人為による環境創出等
の移行を図るものとする。 を行うことができるものとする。
(ｲ) 必要に応じて草地、湿地、高
山帯、岩石地等の特異な環境を保
護・管理することができるものとす
る。
ウ 次に掲げる行為については、 ウ 次に掲げる行為については、 イ 次に掲げる行為については必
必要に応じて行うことができるもの 必要に応じて行うことができるもの 要に応じて行うことができるものと
とする。 とする。 する。
(ｱ) 学術の研究、自然観察教育、 (ｱ) 学術の研究、自然観察教育、 (ｱ) 学術の研究、自然観察教育、
遺伝資源の利用その他の公益上 遺伝資源の利用、復元、その他の 遺伝資源の利用、その他公益上
の事由により必要と認められる行 公益上の事由により必要と認められ の事由により必要と認められる行
為（(ｴ)に掲げるものを除く。） る行為（(ｴ)に掲げるものを除く。） 為（(ｴ)に掲げるものを除く。）
(ｲ) 山火事の消火、大規模な林地 (ｲ) 山火事の消火、大規模な林地 (ｲ) 山火事の消火、大規模な林地
崩壊・地すべり・噴火等の災害の 崩壊・地すべり・噴火等の災害の 崩壊・地すべり・噴火等の災害の
復旧及びこれらに係る予防的措置 復旧及びこれらに係る予防的措置 復旧及びこれらに係る予防的措置
等、非常災害に際して必要と認め 等、非常災害に際して必要と認め 等、非常災害に際して必要と認め
られる行為 られる行為 られる行為
(ｳ) 鳥獣・病害虫被害及び移入種 (ｳ) 鳥獣・病害虫被害及び移入種 (ｳ) 鳥獣・病害虫被害及び移入種
対策として必要と認められる行為 対策として必要と認められる行為 対策として必要と認められる行為
(ｴ) 学術の研究、自然観察教育等 (ｴ) 学術の研究、自然観察教育等 (ｴ) 学術の研究、自然観察教育等
のための軽微な施設の設置 のための軽微な施設の設置 のための軽微な施設の設置
(ｵ) 保全利用地区における枯損木 (ｵ) 保全利用地区における枯損木
及び被害木の伐倒・搬出 及び被害木の伐倒・搬出
(ｶ) 標識類の設置等 (ｶ) 標識類の設置等 (ｵ) 標識類の設置等
(ｷ) その他法令等の規定に基づき (ｷ) その他法令等の規定に基づき (ｶ) その他法令等の規定に基づき
行うべき行為 行うべき行為 行うべき行為

復元を行うことが必要と認められ
る生物群集保護林の取扱いは次
のとおりとする。
ア 復元計画の策定
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保護林管理委員会・保護林復元部
会の意見を踏まえ、復元を行うこと
が必要と認められる生物群集保護
林の復元方法等について取りまと
め、これに基づき次の事項を含む
復元計画を策定するものとする。
(ｱ) 復元の意義・目的
(ｲ) 対象森林の現況と目標林型
(ｳ) 復元対象区域
(ｴ) 復元手法・取組方針
(ｵ) 実行管理体制
イ 林野庁との調整
復元を行おうとする場合は、あらか
じめ意見を付して林野庁長官の意
見を聴くものとする。
ウ 情報の発信
地域住民等を含む国民に向けた
取組説明会を定期的に開催し、復
元に向けた取組、蓄積された復元
技術等について、広く情報発信す
るものとする。

ア 外接する森林においては、当 同左 ア 外接する森林においては、当その他
該保護林の急激な環境の変化を 該保護林の急激な環境の変化を
避けるため、原則として皆伐及び 避けるため、原則として皆伐等に
漸伐（以下「皆伐等」という。）によ よる施業は行わないものとし、複
る施業は行わないものとし、複層 層伐及び択伐を中心とした育成複
伐及び択伐を中心とした育成複層 層林施業又は天然生林施業を行
林施業又は天然生林施業を行うも うものとする。ただし、当該保護林
のとする。 の環境創出等のために皆伐等が

必要と認められる場合を除くものと
する。

イ 区域は、原則として地勢線に 同左同左
よるものとし、必要に応じ区域を明
確にするため、標識の設置を行う
ものとする。
ウ 保全利用地区は、原則として ウ 断片化した生息地の最外部同左
地勢線を介し保存地区の周囲を全 が全く異質な外側の環境に直接さ
て取り囲むよう設定するものとす らされることにより生息地内部に及
る。ただし、森林の状況、立地条件 ぶ影響（エッジ効果）が最小となる
等からみて、保全利用地区が保存 よう区域の形状に配慮するものと
地区の周囲を全て取り囲まなくて する。
も保存地区に外部の影響が及ば
ないと認められる場合を除くことが
できるものとする。

【共通事項】
○ 保護林管理委員会の設置

保護林の設定、変更、廃止、管理及びモニタリング等に関する事項並びに保護林に関連する生物多様性の保全に
ついて検討を行うため、保護林管理委員会（森林・林業や自然環境に関する専門家、関係地方公共団体等で構成）
を設置し、意見を求めることとされている。

○ モニタリングの実施

○ 保護林管理方針書の作成
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